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第 1章 はじめに 

 

1.1. 研究の背景・動機 

日本における急速な少子高齢化の進行は周知の事実である。一人の女性が一生のうちに

産む子ども数である合計特殊出生率は低下の一途を辿っており，1975 年以降は現時点での

人口を維持するために必要な人口置換水準 2.0を下回る状態が続いている。合計特殊出生率

について言えば，2012年には 1.41となり，1996年以来，16年ぶりの 1.4台の回復となって

いるものの，このような近年の合計特殊出生率の回復傾向は決して力強いものではなく，

この 60年間にわたる低下傾向を大きく転換させる程のものとはなっていない。 

政府が出生率に対して政策的に介入するための根拠としては，主として次の 2 つが考え

られる。1つは家計の効用的側面を考慮するものであり，もう 1つは一国全体のマクロ経済

学的問題である。 

まず，結婚および夫婦の出生行動を調査している出生動向基本調査によれば，夫婦に尋

ねた理想的な子ども数の平均（平均理想子ども数）は 2.42 人となっている。また，夫婦が

実際に持つつもりの子ども数の平均（平均予定子ども数）は 2.07 人となっている。このよ

うに，平均予定子ども数が平均理想子ども数を下回り，家計による出生率選択が効用的側

面から考えれば過小となっている可能性があることがうかがえる。さらに，同調査ではこ

の理由について，「子育てや教育にお金がかかり過ぎるから」という理由を選択する割合

が全体の 65.9%となっていることが示されていた。したがって，家計の出生率選択にとって

ボトルネックとなっている子育てや教育に要する費用に対して，政府が何らかの財政的支

援を行うことが必要であるといえる。 

もう 1つは，マクロ経済における外部性の側面を考慮するものである。Futagami and Hori 
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(2010)では，親は人口規模が R&D 活動に対してもたらす正の外部性の存在を考慮せずに出

生選択を行っており，出生率は社会にとっての最適な資源配分よりも小さいことを明らか

にしている。つまり，マクロの意味では人口規模が大きいほど，新技術を生む人材が現れ

る可能性が高く，そのため経済成長に寄与するものの，家計がこのような外部性の存在を

認識できない限り，家計による出生率選択は過小なものとなる。したがって，政府が外部

性を内部化する形で，教育および養育に関する財政的な介入を行うことは，社会厚生上そ

して経済成長を考える上では必要であるといえる。 

昨今の日本における教育を取り巻く環境について注目すべき点は，教育の公費負担の程

度を示す国の一般歳出予算に占める文教関係費の割合が，低下の一途を辿っているという

ことである。【図 1-1】から明らかなように，1955年には 14.5%であったものが，2005年に

は 10%を割込み 9.3%へと低下し，2008 年には 8.4%となるまでに至っている。言うまでも

なく，このような教育の公費負担低下の背景には，少子高齢化の趨勢がある。事実，国の

一般歳出予算に占める社会保障関係費の割合は 2011 年には 30%を超えており，財政的支援

が青少年から老人へとそのウエイトをシフトし続けている。 

このような教育の公費負担低下とは対照的に，教育に対する私費負担は大きなものとな

っている。教育支出は，国および地方政府が教育機関に対して支出する学校教育費および

教育行財政費からなる公財政支出と，学校に納める授業料や学校以外の教育機関への支出

などを合計した私費負担からなる。この教育支出全体のうち私費負担が占める割合は，2010

年においては就学前教育で 56.2%，高等教育で 67.5%と，OECD 加盟国の中でそれぞれ第 2

位，第 4 位と，相対的に高いものとなっている1。これは日本における教育の私費負担の比

率を OECD加盟国と比較した【図 1-2】からも，諸外国に比べ，日本における教育の私費負

担割合が高くなっていることがうかがえる。  

                                                   
1 教育の私費負担割合のOECD加盟国平均は，就学前教育が20.3%であり，高等教育が30.9%となっている。 
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このように，近年の日本では教育の公費負担の減少，私費負担の増加が同時に見られる

ようになってきているといえる。もし今後も少子高齢化の趨勢に衰えが見られないのであ

れば，国家財政においては社会保障関係費の増大と文教関係費の縮小が一層顕著なものと

なり，それに伴い家計においては社会保障のための税・保険料負担の増大と教育支出の減

少が加速していくこととなろう。これは，将来の日本の科学技術の発展を妨げ，経済成長

を鈍化させることにもつながりかねない。したがって，政府による教育に関する財政政策

を検討することは，現在の世代の経済厚生にとどまらず将来の世代の経済厚生を考えるう

えでも非常に重要であると言える。 

特に，政府による教育補助が十分でない場合には，私費負担で教育投資を行う必要性が

強くなることから，家計の所得の多寡が家計の教育選択にとって1つの大きな問題となる。

教育投資はケインズの消費関数と同様に，所得水準に依存しない一定額を支出するという

部分と，所得水準が高まるにつれ支出額が増加する部分の2つに分かれるものと考えられる。

そのため，低所得の家計ほど，所得あるいは消費支出に占める教育の私費負担の割合は，

高所得の家計に比べて高くなり，その相対的な負担感は重くなると考えられる。そのため，

政府による教育に関する財政政策を検討する際には，家計間の所得に関する異質性，すな

わち所得格差を考慮する必要があると言える。 

 

1.2. 先行研究 

経済成長理論においては，当初，物的資本蓄積の重要性がSwan (1956)をはじめ，数多く

の研究で主張されてきた。その後，Romer (1986)やLucas (1988)らにより，この経済成長理論

のフレームワークに人的資本蓄積の概念が導入され，経済成長においては物的資本蓄積だ

けでなく，人的資本蓄積もまた重要な役割を果たすことが示された。しかしながら，その

後の研究においては，小国開放経済を想定し経済成長が実質的に人的資本水準の一変数の
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みで決定されるGalor and Tsiddon (1997) や，生産者の存在自体を考慮しないGlomm and 

Ravikumar (1992) およびCardak (2004a, 2004b)の研究に見られるように，マクロ動学モデル，

特に本博士論文で用いる世代重複モデルにおいて，物的資本蓄積と人的資本蓄積を同時に

モデルに導入したものはほとんどなかった。 

人的資本蓄積と物的資本蓄積の両方を検討する最初のモデルとしては，Galor and Moav 

(2004)がある。そこでは，経済成長の初期段階においては物的資本蓄積が成長の主要なエン

ジンとなるのに対し，経済成長の進展に伴いその役割が人的資本蓄積に移行していくこと

が示されている。このGalor and Moav (2004)が指摘するように，物的資本の限界生産性およ

び人的資本の限界生産性の相対的な大小関係は，その経済が置かれる状況を規定するはず

である。本博士論文の第2章および第3章は，物的資本の限界生産性および人的資本の限界

生産性の双方を考慮した財政政策を検討している。 

人的資本蓄積による経済成長を分析するうえで欠かせない要素は教育である。Lucas 

(1988)が指摘したように，教育による人的資本蓄積は教育を受ける本人にその便益をもたら

すだけではなく，経済全体へもその便益がもたらされる，すなわち外部性として波及効果

をもつものといえる。そのような教育の外部性の存在を鑑みれば，経済成長の重要な源泉

である教育あるいは人的資本蓄積に関して，政府による財政政策を検討することは意義の

あるものと言える。 

人的資本蓄積過程における物的資源の投入という意味での教育を考える場合には，政府

による教育投資である公教育，家計による教育投資である私教育，および公教育と私教育

双方によって人的資本が蓄積される場合の，大きく 3 種類の型に分類される。公教育によ

る人的資本蓄積については，Glomm and Ravikumar (2001)やGalor and Moav (2006)のように，

経済に存在する個人の効用水準の総和をとったいわゆる社会厚生の最大化をはかるべく，
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社会計画者あるいは政府が教育水準を決定するものが多い2。一方，私教育による人的資本

蓄積については，家計内における現在消費と将来消費のトレードオフを考える際に，教育

投資をどの程度行うかという選択問題が生じる状況を想定したものである。これには

Glomm and Ravikumar (1992)， De la Croix and Michel (2001) および Zilcha (2003)などがあり，

これらの研究では親が行う労働あるいは親が持っている資産によって，子どもの教育投資

が賄われるというものである3。最後に，個人の教育が公的な資源と私的な資源の双方の投

入によってなされる点に着目し，人的資本蓄積メカニズムに公教育および私教育の双方を

組み込んだものには，Gradstein and Justman (1996)，Viaene and Zilcha (2002)および Soares 

(2003)などがある。本博士論文の第 2章，第 3章および第 4章においては，家計の行動に焦

点を当てるという観点から，また第 1.1節において述べたように，日本における教育の私費

負担が諸外国に比べ相対的に高いという事実を鑑みて，私教育による人的資本蓄積に焦点

を当てている。 

政府による教育に関する財政政策の実施に際しては，Benabou (1996a,1996b)において指摘

されているように，人的資本蓄積における個人間の外部効果である同僚効果の重要性を考

慮する必要がある。小塩(2002)はこのような効果を「教育を受けるグループの特性が教育成

果に及ぼす影響」と定義している4。そこで，本博士論文の第4章においては，人的資本蓄積

過程にこの同僚効果を導入する。具体的には，内生化された出生率によって表される子ど

も数が人的資本蓄積に正の外部効果をもたらすという状況を想定している5。 

                                                   
2 公教育に焦点を当てた研究として，Beauchemin (2001)，Azarnert (2011)のほか，Gradstein and Kaganovich 

(2004)のように政治経済学的アプローチをとっているものがある。 
3 このような形式化のほか，子どもが親から遺産を引き継ぐような形で，子どもが保有する物的資源が教
育投資として利用され，人的資本蓄積に寄与するとする Chakraborty and Das (2005)や，子どもが資産を保有

しないあるいは少量の資産しか持ち合わせず，子どもが借入を行いながら教育投資を行うという Galor and 

Zeira (1993)のような形式化が行われている。 
4 Epple and Romano (1998)の実証分析では，同僚効果が子どもの教育成果に影響を与えることが指摘され，

Hanushek et al. (2003)では，友人の学力と自身の学力の間には正の相関があることが示されている。 
5 経済発展の過程においては人的資本だけでなく，内生的な出生行動を考慮することが重要であることは

Becker et.al. (1990)や Galor and Weil (1996)においても指摘されている。 
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出産・育児を主要な家計の経済活動の1つとして捉える試みは古くから行われている。そ

の先駆的な研究であるBecker (1960)では，親の所得増加に伴い，親は「良質」な子どもを需

要するようになることが示されている。その後，Becker and Barro (1988)，Barro and Becker  

(1989)に見られるように，子どもの需要，すなわち出生に関する理論は，世代間所得移転と

ともに考察されてきた。それらでは，親の子どもに対する利他心が存在し，親の効用水準

は，出産する子ども数だけでなく，子どもの消費水準にも依存すると仮定される。結果と

して，親は自分自身の効用だけでなく，自分の子孫の効用も同時に最大化させるように行

動する6。そのため，子どもの経済的負担が大きくなることが予想される場合には，親は出

生を抑制することになる。 

出生率の決定に関して，子どもの養育補助を考慮した分析についてはGroezen et al. (2003)

などがあり，養育補助制度とともに賦課方式の年金制度をモデル内に組み込み，世代重複

モデルを用いて考察を行っているものが多い。その理由は，養育補助が老年世代から若年

世代への所得移転であり，一方で賦課方式の年金制度が若年世代から老年世代への所得移

転であることから，世代間のトレードオフを捉えるところにある。また，Cigno (1993)およ

びFolbre (1994)は，家計が自発的に選択する出生率は，社会的に最適な水準よりも低くなる

ことを示しているが，このGroezen et al. (2003)では，子ども数についての私的最適と社会最

適の乖離の原因が既存の賦課方式の年金制度にあるものとし，このような歪みは養育補助

政策を拡充するなどの財政的な手段によって軽減できることと明らかにしている。本博士

論文の分析においては，モデル内に年金制度は組み込まず，養育補助の効果に焦点を当て

ている。 

                                                   
6 Zhang (1997)や Razin and Ben-Zion (1975)においては出生率，教育および経済成長という要素が検討され

ている。特に Zhang (1997)においては，教育補助の上昇が出生率の低下をもたらす一方で，経済成長を加速

させること，養育補助の上昇が出生率を上昇させ，経済成長を抑制することが示されている。この場合の

教育投資は一種の財のように考えることができ，通常の財の価格との相対的な大小関係により，その効果

の方向性が決定されている。 
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出生率の内生化とともに人的資本蓄積を考慮したうえで，養育補助を支給する政府の財

政政策について論じたものとしてはFanti and Gori (2011)やYasuoka (2012)がある。これらは

いずれも人的資本蓄積のメカニズムをモデル内に組み込んでいるものの，その形はそれぞ

れで異なっている。Fanti and Gori (2011)では，政府が公教育を行う場合を想定しているため，

子ども数が増えれば，公共財的な性質を帯びた教育に対する混雑現象が生じる。そのため，

人的資本蓄積は子ども数の増加によって阻害されてしまうものととらえられている。他方

で，Yasuoka (2012)の関心自体は，年金をモデル内に組み込み，年金原資である子ども数が

年金財政に与える影響について分析を行うところにあり，親が行う教育投資によって子ど

もの人的資本が蓄積されていく形の私教育のみが想定されている。本博士論文の第4章にお

いては，このYasuoka (2012)に倣う形で，家計の出生行動を内生化したうえで，同僚効果を

考慮した政府の財政政策を検討している。 

家計における出生行動を検討するに際して，注意を払うべき点は所得格差の問題である。

先にも見たとおり，現在の日本のように，政府による教育補助が世界の標準と比べて十分

でない場合には，私費負担で教育投資を行う必要性が強くなるものの，その際には家計の

所得の多寡が問題となる可能性がある。それに関わる所得格差と政府の所得再分配政策に

ついては長きにわたり研究の対象となってきた。所得分配に関する議論の多くは，経済成

長との関連の中で論じられてきた。その先駆けとも言える研究である Kuznets (1955)は，経

済発展の初期段階においては所得不平等が拡大するものの，その発展が進むことにより格

差は次第に縮小することを示している7。これに対して最近では，経済成長から所得分配へ

と向かう形での因果関係としてではなく，その逆の形での因果関係にも注意が払われてい

る。例えば，Galor and Zeria (1993)は，初期の所得分配が人的資本の投資にも影響を与え，

                                                   
7 Kuznets (1955)の逆 U字仮説は実証的側面からもクロスセクション分析等で検証され，その頑健性が確認

されており，Brenner et al. (1991)らの時系列分析により，仮説が大半の先進国での経験と合致するものであ

ることも確認されている。 
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最終的には長期の所得水準，そして長期の所得分配を決定づけることを示している。そこ

で，所得分配を決定する主たる要因として，資本市場の不完全性の存在を指摘している。

また，Banerjee and Newman (1993)や Aghion and Bolton (1997)においても同様に不確実性を考

慮しながら資本市場の不完全性が投資行動に影響を及ぼす点について吟味している。資本

市場が不完全であることは，富裕層と貧困層が異なる行動をとる要因となり，富裕層はま

すます富み，貧困層は貧困状態のままであり続けること可能性のあることが示唆されてい

る8。これらのように，所得分配の問題は経済成長あるいは人的資本への投資との関連のな

かで論じられているものが多い。しかしながら，経済成長およびそのエンジンである人的

資本を考慮するのであれば，その人的資本投資の客体である子どもの存在を明示的に扱う

必要があるものと考えられる。そこで，本博士論文の第 5 章においては，所得格差を明示

的に組み込み，家計の出生率を内生化したモデルを構築し，社会厚生の観点から最適な租

税政策および養育補助政策について考察している。 

 

1.3. 本博士論文の構成と内容 

本博士論文の第 2 章および第 3 章においては，親が子どもに対して行う教育投資に対し

て，政府が補助を与える場合の財政政策を Diamond (1965)型の世代重複モデルを用いて分析

する。特に，人口成長率が財政政策に与える影響に着目する。ここでは人的資本蓄積だけ

でなく，物的資本蓄積も考慮している。第 2 章においては，社会最適を達成するための教

育投資補助政策を分析し，人口成長率が上昇（低下）すると，社会最適を達成する最適所

得税率および最適教育投資補助率は上昇（低下）し，最適消費税率は低下（上昇）するこ

とが示される。続く第 3 章においては，より現実的な政策を検討するため，第 2 章のよう

                                                   
8 ほかに，政治経済学的プロセスを介した所得分配について論じた Alesina and Rodrik (1994)や Perotti (1993)

などがある。 
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な一括税を用いることができない場合の教育投資補助政策を分析し，人口成長率が高い（低

い）場合には，政府は教育投資補助の補助率を低く（高く）設定することが示される。 

第 4 章においては，内生的な人口成長率および同僚効果という 2 つの要素を取り入れ，

小国開放経済のもとで，子どもに関する財政政策が人口に与える影響を検討し，固定養育

費用に占める養育補助あるいは教育投資補助の割合が相対的に小さい（大きい）場合には，

養育補助水準を上昇させることにより子ども数が増加（減少）するということが確認され

る。第 5章においては，これらの章で検討されてこなかった所得格差を明示的に組み込み，

政府が租税政策と養育補助政策を行う場合の最適財政政策を社会厚生最大化の観点から検

討している。そこでは，家計の所得が上昇し，その家計の属する階層が上昇する方向での

階層移動が生じた場合には，政府は最適所得税率を低下させ，最適養育補助率も低下させ

ることが示される。最後に第 6 章では，各章で得られた結果を要約し，残された課題につ

いて言及する。 
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出所：財務省「主要経費別分類による一般会計歳出当初予算及び補正予算」より筆者作成 
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【図1-1】 

国の一般歳出に占める文教関係費の割合（％） 

注1)一般歳出とは，一般会計から国債費及び地方交付税交付金等を除いたものである。 

注2)文教関係費は，文教及び科学振興費であり，科学技術振興費は除外している。 
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出所：Education at a Glance (2011) 
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Tertiary education 修了までの公的投資および私的投資（USD表示） 

Public Cost (direct cost and public foregone taxes on earnings) 

Private Cost (direct cost and prvate foregone earnings) 
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第 2章 政府の最適教育投資補助政策 

 

2.1. はじめに 

第 1 章において示したように，経済成長を考える上では，人的資本蓄積のみならず物的

資本蓄積を同時に考慮することが肝要である。これを家計の行動に即して考えれば，前者

は家計の教育投資行動によって，後者は家計の貯蓄行動によって蓄積されるものである。

しかし，家計が教育投資および貯蓄に関する決定を行う際には，将来の人的資本蓄積およ

び物的資本蓄積を考慮しない。そのため，将来を見通す政府が適切な財政政策を実施する

ことによって，家計の私的最適行動を修正するべきかもしれない。そこで，本章において

は，定常状態において社会最適を達成する政府の最適財政政策のあり方について分析する。 

本章では，親が子どもに行う教育投資によって人的資本が蓄積される Diamond (1965)型の

2 期間の世代重複モデルを用いて，政府が教育投資に対する補助を行う場合の最適財政政策

を人口成長率との関連において検討する。また，本章の家計における親は，Glomm (1997)

や Glomm and Ravikumar (1992)に倣い，若年期および老年期の消費だけでなく，子どもの人

的資本水準からも効用を得ることから子どもに教育投資を行うものとする9。本章では，こ

れらの研究において注意を払われていない人口成長率と人的資本水準との関係についても

吟味する。 

本章の構成は以下のとおりである。第 2.2節ではモデルの提示を行い，続く第 2.3節にお

いては定常状態における社会最適の条件を求める。そのうえで，第 2.4節では社会最適を達

                                                   
9 これらはいずれも公教育と私教育の比較を行っており，前者の Glomm (1997)では公教育の場合に成長が

より促進されることが確認されている。また，後者の Glomm and Ravikumar (1992)では，親が子どもに対し

て教育を行う場合に，低所得層は公的教育を，高所得層は私的教育を選好することが示されている。他に，

Glomm and Ravikumar（2001)では，子どもが通うパブリックスクールの質からも効用を得るものとしてい

るものの，物的資本は考えず，人的資本のみを扱っている。 
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成する財政政策について議論し，第 2.5節において，比較静学を行う。最後に第 2.6節にお

いて結論を述べる。 

 

2.2. モデル 

経済は無限期間続くものとする。経済には家計，企業および政府が存在し，市場は完全

競争市場であるものとする。 

 

2.2.1. 家計 

家計すなわち個人は 3 期間にわたって経済活動を行う。各期には，人生の 1 期目を幼年

期として生きる個人，2期目を若年期として生きる個人，および 3期目を老年期として生き

る個人がそれぞれ重複して存在する。後で述べるように，このモデルにおいては，親が教

育に関する意思決定，すなわち子どもの教育投資額の決定を行うため，子ども自身は独立

した経済主体としてはみなされない。したがって，若年世代と老年世代についての最適化

行動を考えるものとする。 

 第 t期を若年期として生きる個人を第 t世代と呼ぶこととする。この第 t世代の人口は tL

であり，人口成長率 ( 0)n  で成長するものとする。第 t世代は幼年期において，親の負担に

よって教育を受け，人的資本
th を継承しつつ，自身の人的資本を形成する。それらをもと

に，若年期に 1単位の時間を労働に非弾力的に供給する。その際，人的資本 1単位あたり，

すなわち効率労働 1 単位あたり ˆ
tw の賃金を得ることから，1 人あたり ˆ

t th w の労働所得を得

る。 

第 t期において第 t世代の個人が所有する可処分所得は，労働所得から賃金税 w を差し引

いた ˆ(1 )w t th w となる10。第 t世代の個人は，この可処分所得をもとに，その期の効率労働

                                                   
10 もし

w が負であれば，賃金に対する補助を意味する。 
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1単位あたりの消費
t̂c ，および自分の子どもに対して効率労働 1単位あたりの教育投資

t̂e を

行い，余った分を効率労働 1 単位あたりの貯蓄
t̂s に充てる。なお，政府は若年期の消費に

対して一定率
c で課税を行い，教育投資に対して一定率

e で補助を行うものとする11。し

たがって，消費の総額および教育投資の総額はそれぞれ ˆ(1 )c t tc h ， ˆ(1 )(1 )e t tn e h  と

なる。以上をまとめると，第 t世代の若年期の予算制約は以下のようになる。 

 

ˆ ˆ ˆ ˆ(1 ) (1 ) (1 )(1 )w t c t t e t t t twh c h n e h s h         .                   （2.1） 

 

 次に，第 t世代の個人は第 1t  期において，若年期に行った貯蓄と，それにかかる純利

子率
1tr 
から得られるリターンをもとに消費

1td 
を行う。なお，この老年期の消費に対して

も一定率
c で課税を行うものとする12。したがって，第 t世代の老年期の予算制約は次のよ

うに表される。 

 

1 1
ˆ ˆ(1 ) (1 )c t t t t td h r s h     .                                               （2.2） 

 

第 t世代の個人の人的資本水準は，親である第 1t  世代の人的資本水準 th と，親が子ども

に対して行う教育投資によって決定される。人的資本蓄積のメカニズムは，以下のコブ・

ダグラス型の関数によって与えられる。 

 

1
ˆ( )t t t th e h h 

  .                                         （2.3） 

 

                                                   
11 もし

e が負であれば，教育投資に対する課税を意味する。 

12 もし
c が負であれば，消費に対する補助を意味する。 
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ただし， (0,1)  は教育投資の効率性を表すパラメータであり， (0,1)  は親の人的資

本が子どもの人的資本蓄積に与える影響を表すパラメータである。また，これらのパラメ

ータは 1   を満たすものとする13。 

 最後に，第 t世代の個人の効用は，以下のような対数線形関数 

 

1 1 1 1
ˆˆ( , , ) ln( ) ln( ) ln(1 )t t t t t t t tU c d h c h d h n h         ,                         （2.4） 

 

で与えられているものとする。ここで， 0  は若年期の消費に対する選好パラメータ，

0  は老年期の消費に対する選好パラメータ，および 0  は 1 人の子どもに対する選好

パラメータを表している。なお，親 1人に対して子どもは (1 )n 人いるため，子どもの人的

資本から得られる総効用は
1ln(1 ) tn h  となる。 

個人は若年期の予算制約（2.1），老年期の予算制約（2.2）および人的資本蓄積関数（2.3）

のもとで，効用（2.4）を最大化する。その結果， 効率労働 1 単位あたりの若年期の消費，

貯蓄および教育投資は，それぞれ以下のように表される。 

 

* ˆ(1 )
ˆ

(1 )( )
w t

t

c

w
c

 

   




  
,                                                    （2.5） 

 

* ˆ(1 )
ˆ

( )
w t

t

w
s

 

  




 
,                                                       （2.6） 

 

                                                   
13 この仮定は，（2.3）であらわされる人的資本蓄積が，その投入要素に関して規模に関する収穫逓減であ

ることを意味している。これにより，定常状態において人的資本水準は一定となることが保証される。 
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* ˆ(1 )
ˆ

( )(1 )(1 )
w t

t

e

w
e

n

 

   




   
.                                              （2.7） 

 

2.2.2. 企業 

 企業の生産活動は，資本と総労働によって行われる。このとき，財の生産については規

模に関する収穫一定のコブ・ダグラス型の生産関数を仮定する。第 t期における総資本を
tK

とすると，総労働が
t tL h と表せることから，総生産関数は， 

 

1( )t t t tY AK L h  ,                                                          （2.8）
  

 

のようになる。ただし， 0A  は技術を表すパラメータであり， (0,1)  は資本分配率を

表すパラメータである。さらに，第 t 期における効率労働 1 単位あたりの生産量を

ˆ ( )t t t ty Y L h ，資本を ˆ ( )t t t tk K L h とすることで，上で与えられている総生産関数は効

率労働 1単位で表した生産関数として以下のように書き換えることができる。 

 

ˆˆ
t ty Ak .                                                                  （2.9）

  

 

企業は利子率と賃金率を所与とし，（2.9）の生産関数のもとで利潤を最大化する。その 1

階条件から，資本と労働への分配は，以下のようになる。 

 

1ˆ
t̂ tr A k  ,                                                               （2.10）

  

 

ˆˆ (1 )t tw A k  .                                                           （2.11）
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2.2.3. 政府 

政府は親が行う子どもへの教育投資に対して一定率
e で補助を行う。その際，原資とし

て一定率
w で賃金税を課すほか，若年期の消費および老年期の消費に対して一定率

c で消

費税を課す。政府の予算は常に均衡するものとすると，第 t期における政府の予算制約は， 

 

1
ˆ

ˆ ˆ ˆ(1 )
1

t t
w t t c t t c e t t

d h
h w c h n e h

n
      


,                                       （2.12）

     

 

と表すことができる。ここで消費税は，第 t期に若年期を生きる第 t世代の若年期の消費と，

同時期に老年期を生きる第 1t  世代の老年期の消費に対して課されるものとする14。 

 

2.2.4. 市場経済における定常均衡および定常状態 

 人的資本蓄積のメカニズムを表す（2.3）式に，個人の効用最大化行動の結果得られた最

適な教育投資（2.7）および企業の利潤最大化行動の結果である（2.11）を代入すると， 

 

1

ˆ(1 ) (1 )

( )(1 )(1 )
w t

t t

e

A k
h h

n




   

   





  
  

    

,                                     （2.13） 

 

が求められる。この人的資本蓄積式（2.13）より，次期の人的資本が今期の物的資本と人的

資本の関数として表せることがわかる。 

次に，物的資本市場均衡は，次期の総資本が今期の総貯蓄と等しくなるときに達成され

                                                   
14 本章では定常状態において議論を行うため，第 t期に若年期を生きる第 t世代の若年期の消費

tc と，そ

の世代が老年期となった第 1t  期に行う老年期の消費
1td 
に対して課されるものと考えてもよい。 
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るため
1t t tK L s  と表される。この両辺を

1 1t tL h 
で割り，個人の効用最大化行動の結果で

ある貯蓄（2.6），教育投資（2.7），企業の利潤最大化条件（2.11）および政府の予算制約（2.12）

を代入すると，効率労働 1単位あたりで表した物的資本市場均衡は， 

 

1

1

ˆ(1 ) (1 )ˆ
(1 ) ( )

w t t
t

t

A k h
k

n h

  

  




 


  
,                                                （2.14） 

 

となる。したがって，効率労働 1 単位あたりの物的資本市場均衡式は，物的資本と人的資

本の成長率
1t th h

の関数として表すことができる。 

これまで見てきたとおり，経済のダイナミクスは，人的資本蓄積式（2.13）および物的資

本市場均衡（2.14）の 2本の式により描写することができる15。最後に，この経済の定常状

態を求める。定常状態においては各変数が一定値をとるため，効率労働 1 単位あたりの人

的資本水準および物的資本水準をそれぞれ
1t th h h  ，

1t tk k k  とおくことができる。

これを（2.13）式および（2.14）式に代入し，まとめることで， 

 

1 1 (1 )(1 )
*

1

(1 ) (1 )

( )(1 ) (1 )
w

e

A
h

n


     



    

   

    



  
  

    
,                 （2.15） 

 

1

1
* (1 ) (1 )ˆ

(1 )( )
w A

k
n

  

  

  
  

   
,                                               （2.16） 

 

と求められる。ここで注目すべきは，定常状態における人的資本水準が一定値をとるとい

                                                   
15 このモデルの定常均衡における安定性については補論 2Aを参照。 
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うことである。実際，（2.13）式を見ると， 1   という仮定から，hが一定値をとるこ

とは保証されている。したがって，定常状態においては（2.15）式，（2.16）式から求めら

れたh， k̂ ともに一定値をとることがわかる。 

 

2.3. 社会最適 

本節では，社会最適の状況を描写する。定常状態における政府の最適化問題は，その期

において存在する個人の効用を資源制約の下で最大化するというものである。その期にお

いて存在する個人とは，具体的には 1 期前に若年期を過ごし，その期においては既に老年

期となっている個人とその期に若年期を過ごしている個人を指す。社会厚生を SW とする

と定常状態における政府の社会厚生最大化問題は以下のように表すことができる。 

 

ˆ ˆln ln ln(1 )Max SW hd hc n h      ,                                   （2.17） 

1
ˆ

ˆ ˆ ˆˆ ˆ. . (1 ) (1 ) ( )
1

d
s t hc h he n n hk A hk h kh

n

       


　 .                   （2.18） 

 

（2.17）式および（2.18）式に期を表す下付き文字がつけられていないのは，これらの変数

が定常状態にあることを示している。これは，定常状態において人的資本が一定値をとる

ことによるものである。 

ここで，人的資本蓄積を表す（2.3）式は，定常状態では
1t th h h  となることから，次

のように表すことができる。 

 

1ˆh e



   .                                                     （2.19） 
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（2.17）式および（2.18）式を（2.3）式を用いて変形すると，上の社会厚生最大化問題は以

下のようになる。 

 

( )ˆ ˆ ˆln ln ln ln(1 )
(1 )

Max SW d c e n
   

  
 

 
    

 
,                     （2.20） 

ˆ
ˆ ˆˆ ˆ. . (1 )

1

d
s t c n e Ak nk

n

    


　 .                                       （2.21） 

 

このように，最終的には人的資本 hに依存しない形に書き換えることができ、効率労働 1

単位あたりの変数で資源制約が表される。 

したがって，政府の最適化問題は（2.20）で表される目的関数を（2.21）の資源制約のも

とで，最大化するという形で規定される。この問題を解くと，最適な ** ** ** **ˆ ˆˆ ˆ, , ,c e d k およ

び **ĥ は，それぞれ以下のように求められる16。 

 

1
** (1 ) (1 )

ˆ
( )(1 )

A A
c

n



    

   

    
  

    
,                                          （2.22） 

 

1
** ( ) (1 )

ˆ
(1 )[( )(1 ) ]

A A
e

n n



     

   

    
  

     
,                                   （2.23） 

 

                                                   
16 このモデルの定常状態における物的資本水準（2.25）は Golden Ruleを達成する。これは，人的資本が

入っているものの，教育も一種の財のようにみなすことができ，実質的には 1財モデルとなっているため

である。 
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1
** (1 )(1 ) (1 )ˆ

( )(1 )

n A A
d

n



    

   

     
  

    
,                                   （2.24） 

 

1

1
**ˆ n

k
A





 
  
 

,                                                            （2.25） 

 

 1 (1 )1 1 1
**

1 1

( ) (1 )ˆ
(1 ) [( )(1 ) ]

A
h

n n

  


   

  

     

   

    

 

   
  

    
.                         （2.26） 

 

2.4. 最適財政政策 

本節では，市場経済における定常均衡が社会最適を達成するための政策を検討する。こ

こでは，その政策として教育投資に対する補助，賃金に対する課税および消費に対する課

税を考える。 

まず，最適賃金税については以下の命題 2-1が得られる。 

 

命題 2-1： 

定常均衡において社会最適の物的資本水準は，最適な賃金税あるいは補助のみで達成す

ることができ，その最適賃金税率 *

w は次のように与えられる。 

 

* (1 ) (1 )( )

(1 )
w

n n

n

     


 

    



.                                    （2.27） 

  

また， *

w は物的資本の限界生産性が相対的に高い（低い）場合には，補助（税）となる。 
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証明）市場経済における定常均衡での物的資本水準（2.16）と社会最適における定常状態で

の物的資本水準（2.25）を等しくおくことで，（2.27）が得られる。 

ここで，（2.27）の分子に着目すると，
w  であるとき， * 0w  である。また，

w 

であるとき， *

w は補助であり，
w  であるとき， *

w は税である。但し，

(1 )( )
w

n

n n




   


   
とする。        □ 

 

命題 2-1の意味するところは，次のように考えられる。まず，定常均衡における物的資本水

準が社会最適におけるそれより小さい（大きい）場合には，物的資本の限界生産性が相対

的に高く（低く），動学的効率（非効率）の状態にある。このとき，政府が賃金補助（税）

を行うことで，家計の可処分所得が増加（減少）し，それに伴い家計の貯蓄も増加（減少）

する。その結果，物的資本水準の上昇（低下）を通じて，社会最適における物的資本水準

が達成されるのである。 

次に，政府の予算制約（2.12）式を
w について整理し，（2.10）で表される利子率および

（2.25）で表される社会最適における物的資本水準を代入すると， 

 

( )(1 )(1 )
1

( )(1 )(1 ) [ (1 ) (1 ) (1 )]
c e

w

c e c e c e e c

    


             

   
 

         
,     （2.28） 

 

が得られる。この（2.28）と（2.27）を連立させると， 0w  であるときの
e と c の関係が， 

 

(1 )(1 )
1

(1 ) (1 ) (1 ) ( )
c

e

c

n

n n

 


     

 
 

    
,                         （2.29） 
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として得られる。この
e と

c は，黄金律を達成する物的資本水準のもとで，若年期の消費，

老年期の消費および教育投資における財の配分を調整する役割を果たしている。このよう

にして得られた（2.28）および（2.29）を市場均衡における人的資本水準を表す（2.15）に

代入すると， 

 

1 (1 )(1 )
*

1 1 1

[(1 ) (1 ) (1 ) ( )]

(1 ) (1 )
c

c

A n n
h

n n


    

  

      

 

   

  

     
  

  
,               （2.30） 

 

となる。これらより，以下の命題 2-2が得られる。 

 

命題 2-2： 

定常均衡において社会最適を達成する最適教育投資補助率および最適消費税率はそれぞ

れ以下のように与えられる。 

 

* (1 )( ) (1 )[( )(1 ) ]

(1 )( )
e

n n

n

         


    

       


  
,            （2.31） 

 

* (1 ) [( )(1 ) ] (1 )(1 )

(1 )(1 )
c

n n

n

        


   

       


  
.                  （2.32） 

 

 なお， *

e は物的資本の限界生産性が相対的に高い（低い）場合には，税（補助）となる。

また， *

c は物的資本の限界生産性が相対的に高い（低い）場合には，税（補助）となる。 
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証明）市場経済における定常均衡での人的資本水準（2.30）と社会最適における定常状態で

の人的資本水準（2.26）を等しくおくことで，（2.31）および（2.32）が得られる。 

ここで，（2.31）の分子に着目すると，
e  であるとき， * 0e  である。また，

e 

であるとき， *

e は税である。
e  であるとき， *

e は補助である。但し，

( )

(1 )[( )(1 ) ] ( )
e

n

n n

   


        

 


      
とする。 

同様に，（2.32）の分子に着目すると，
c  であるとき， * 0c  である。また，

c 

であるとき， *

c は税である。
c  であるとき， *

c は補助である。但し，

(1 )

(1 ) (1 )[( )(1 ) ]
c

n

n n

  


      

 


      
とする。             □ 

 

この命題 2-2の意味するところは，次のように考えられる。まず，物的資本の限界生産性が

相対的に高い（低い）場合には，命題 2-1で述べたように，動学的効率（非効率）の状態に

ある。このときには貯蓄が過小（過剰）であるため，消費を低下（上昇）させる必要があ

る。そのため，政府は消費税（補助）を行う。ここで，消費および教育投資はどちらも一

種の財のようにみなすことができる。そのため，消費税（補助）によって，消費の価格上

昇（低下）が生じた場合には，家計の限界効用均等を考慮し，教育投資の価格を上昇（低

下）させるべく，政府は教育投資税（補助）を行うのである。 

命題 2-1および命題 2-2より，以下の系 2-1が得られる。 

 

系 2-1： 

社会最適を達成する税および補助の組み合わせは，人口成長率および物的資本の限界生

産性に依存する。 
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証明）（2.27），（2.31）および（2.32）より明らかである。                                 □ 

 

ここで注目すべきは，教育投資補助（税）は人的資本蓄積を促進（阻害）する要因である

にもかかわらず，社会最適を達成する最適教育投資補助（税）率は物的資本の限界生産性

を考慮する必要があるということである。確かに，企業の生産関数（2.8）の形状から，人

的資本と物的資本の相対的な大小関係は表裏一体であるものの，命題 2-1および命題 2-2に

より，依存関係が明らかとなっている。 

これらの議論を踏まえて，社会最適を達成する税および補助の組み合わせを物的資本の

限界生産性および人口成長率nに着目して図示すると，【図 2-1】ようになる。ただし，横

軸の線上は含まないものとする。この【図 2-1】から以下の命題 2-3が導出される。 

 

命題 2-3： 

社会最適を達成するためには，少なくとも 2種類の税あるいは補助が必要である。 

 

証明）【図 2-1】から明らかなように，3本の曲線が 1点で交わるのは原点 (0,0)のみである。

ここで，は座標 (0,0)を含まないため，3本の曲線が 1点で交わることはない。         □ 

 

これは税あるいは補助といった政策を一切行わない場合には社会最適を達成しえないこと

を意味している。しかしながら，3種類の政策変数をすべて用いず，2種類の政策変数をコ

ントロールするだけでも社会最適を達成できることも明らかである。 

 

2.5. 比較静学 

本節では，第 2.4節で得られた社会最適を達成する最適な税あるいは補助に関する比較静
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学を行う。特に，第 1 章で述べたように，人口成長率が最適財政政策に与える影響につい

て検討する。ここでは，最適な税あるいは補助によって社会最適が達成されている状況を

考えている，すなわち物的資本水準が黄金律を達成している。ここで，人口成長率が最適

財政政策に与える影響については，以下の命題 2-4 が得られる17。 

 

命題 2-4： 

人口成長率が上昇すると，最適所得税率および最適教育投資補助率は上昇し，最適消費

税率は低下する。 

 

証明）（2.27），（2.31）および（2.32）をnで偏微分すると，  

 

2

[( )(1 ) ]
0

(1 )(1 )
c

n n

     

   

    
 

   
, 

 

2

[( )(1 ) ]
0

(1 )( )
e

n n

      

    

   
 

   
, 

 

2

( )
0

(1 )
w

n n

    

 

  
 

 
, 

 

となる。                                   □ 

 

                                                   
17 他のパラメータに関する比較静学については補論 2Bを参照。 
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この命題 2-4が意味するところは次のように考えられる。最適税あるいは補助により，社会

最適が達成されている状態，すなわち物的資本水準が黄金律 Gk を達成している状態におい

て，人口成長率 nが上昇すると，新しい黄金律は ( )G Gk k  となる。すなわち，これまでの

物的資本水準は動学的非効率となり，貯蓄が過剰となっている。そこで，政府は貯蓄を低

下させるために，最適賃金税率を上昇させ，同時に最適消費税率を低下させ，消費の価格

を低下させることにより，消費を増やし，貯蓄を低下させる。このとき，個人の効用に関

しては限界効用均等により，教育投資の価格を低下させる，すなわち最適教育投資補助率

を上昇させるのである。 

 

2.6. 結論 

本章で得られた結論は以下のとおりである。まず，社会最適を達成する税および補助の

組み合わせは，人口成長率および物的資本の限界生産性に依存することが示された。また，

社会最適を達成するためには，少なくとも 2 種類の税あるいは補助が必要であることも明

らかとなった。最後に，人口成長率が上昇すると，社会最適を達成する最適所得税率およ

び最適教育投資補助率は上昇し，最適消費税率は低下することが示された。 
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      w  c  e  

[ I ] 補助 税 税 

[II] 補助 税 補助 

[III] 税 税 補助 

[IV] 税 補助 補助 

 

 

 

 

 

 

 

【図 2-1】社会最適を達成する税および補助の組み合わせ 
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補論 2A：定常均衡における安定性 

De la Croix and Michel (1999)に倣い，動学システム（2.15）および（2.16）を全微分してま

とめると， 

 

1 1 1

1

1

1 1

(1 ) ( ) (1 ) ( )

0 ( ) (1 ) (1 )

(1 ) (1 ) (1 ) (1 )

( ) (1 ) (1 ) ( ) (1 ) (1 ) ( )

t t t

e t

tw t t w t

tw t t w t t

n h n k dk

n dh

dkA h k A k

dhA k h A k h

  

 

             

     

   

      

        

  





   

       
  

     

     
  

      


 



 

を得る。これに均衡値を代入し，逆行列をかけると，

1

1(1 )

(1 )( )

A
k

n

 

  

 
  

   
,

1(1 )

(1 )( )

A k
h

n


   

  

  
  

   
である定常状態の近傍において， 

 

1 11 12

1 1

1 21 22

1

(1 ) ( )

t t

t t

dk dka a

dh dha an h   



 



    
    

       
, 

 

を得る。ただし， 

 

1

11 [(1 )( )] (1 )a ae bg n h           , 

1

1 1
12 [(1 )( )] [ (1 )] (1 )a af bh n A




       

          , 

1 1

21 (1 )( )[ (1 )]a ce dg n A k h                  , 

1

22 [(1 )( )] ( )a cf dh n h           , 
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である。行列の固有値は，以下のように求められる。 

 
2

1 2

(1 ) ( ) (1 ) ( ) 4
,

2

        
 

       
 . 

1 20 , 1   が常に満たされるため，均衡は安定的であり，単調収束する。 

 

補論 2B：比較静学 

（2.27），（2.31）および（2.32）を , , , ,    および で偏微分すると，それぞれ 
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となる。 
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第 3章 次善経済における政府の教育投資補助政策 

 

3.1. はじめに 

第 2 章では，社会最適を達成するための政府の最適財政政策を検討した。しかし，現実

的には一括税を用いることができない状況が存在しうる。また，これまでの財政理論の研

究においては，そのような状況を想定した上での最適課税を考えることが多い。このよう

な一括税を用いて最善の状況を達成できない経済は，本章のタイトルにもあるように次善

経済と呼ばれる。そこで，本章では，先に見た第 2 章におけるフレームワークを修正し，

次善経済における政府の財政政策について分析を行う。 

本章における政府にとって利用可能な政策手段は，教育投資に対する補助（あるいは課

税）と利子に対する課税（あるいは補助）のみである状況を想定している。これらの違い

を除けば，Diamond (1965)型の 2期間の世代重複モデルに，人的資本蓄積として親の教育投

資行動を導入し，物的資本蓄積および人的資本蓄積の双方を考慮している点については，

第 2章と同じ枠組みを用いている。 

本章の構成は以下のとおりである。第 3.2節ではモデルの提示を行い，続く第 3.3節にお

いては，定常状態における市場均衡が次善解を達成するための教育投資に対する補助政策

を検討し，さらに人口成長率を考慮した場合のそれを明らかにする。最後に第 3.4節におい

て結論をまとめる。 

 

3.2. モデル 

 経済は無限期間続くものとする。経済には家計，企業および政府が存在し，市場は完全

競争市場であるものとする。第 2 章と同様に，家計すなわち個人は 3 期間にわたって経済
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活動を行うものの，子どもは独立した経済主体としてはみなさないため，若年世代と老年

世代についての最適化行動を考えるものとする。 

 第 2 章と同様に，第 t世代の人口は tL であり，人口成長率 0n  で成長するものとする。

第 t世代の個人は，1 人あたり
t th w の可処分所得をもとに，その期の 1 人あたりの消費

tc ，

および自分の子どもに与える子ども 1 人あたりの教育投資
te を行い，余った分を貯蓄

ts に

充てる。この教育投資に対しては，政府が一定率
e で補助を行うものとする18。したがって，

教育投資に必要となる総額は (1 )(1 )e tn e  となる。以上をまとめると，第 t世代の若年期

の予算制約は以下のように表される。 

 

(1 )(1 )t t e t t tw h n e s c     .                                               （3.1） 

 

次に，第 1t  期の老年期において，消費
1td 
は若年期に行った貯蓄と利子率のリターン

によって行われる。このとき，貯蓄に対して
s の率で利子課税されるため，老年期には

 11 (1 )t s tr s  を受け取ることになる19。したがって，第 t世代の老年期の予算制約は 

 

1 1[1 (1 )]t s t tr s d    .                                                     （3.2） 

 

のようになる。 

第 2章と同様に，人的資本蓄積のメカニズムは，以下のように与えられる。 

 

1t t th e h 
  .                                                                 （3.3） 

                                                   
18 もし

e が負であれば，教育投資に対する課税を意味する。 

19 
e と同様に，もし s が負であれば，利子に対する補助を意味する。 
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ただし， 0  は教育投資の効率性， 0  は親の人的資本が子どもの人的資本蓄積に与

える影響であり， 1   を満たすものとする20。 

最後に，個人の効用は，以下のような対数線形関数 

 

1 1 1 1( , , ) ln ln lnt t t t t tU c d h c d h        ,                                     （3.4） 

 

で与えられているものとする。ここで， 0  は若年期の消費に対する選好を， 0  は老

年期の消費に対する選好を， 0  は子どもの人的資本に対する選好を表す。 

個人は若年期の予算制約（3.1），老年期の予算制約（3.2）および人的資本蓄積関数（3.3）

のもとで，効用（3.4）を最大化する。その結果，1人あたりの消費，1人あたりの貯蓄，子

ども 1人に対する教育投資はそれぞれ以下のようになる。 

 

t t
t

h w
c



  


 
,                                                                （3.5） 

 

t t
t

h w
s



  


 
,                                                                 （3.6） 

 

( )(1 )(1 )
t t

t

e

h w
e

n



   


   
.                                                  （3.7） 

 

                                                   
20 この仮定は，（3.3）であらわされる人的資本蓄積が，規模に関する収穫逓減であることを意味している。

これにより，定常状態において人的資本水準は一定となることが保証される。このような仮定は Glomm and 

Ravikumar（2001），Glomm and Kaganovich（2003, 2008），Mankiw, Romer and Weil（1992）のモデルにおい

ても見られる。 
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 次に，企業の生産活動についても第2章と同様に，総生産関数および効率労働1単位で表

した生産関数は，それぞれ 

 

1( )t t t tY AK L h  ,                                                            （3.8） 

 

t ty Ak ,                                                                    （3.9） 

 

のようになる。 

（3.9）のもとで，企業は利子率と賃金率を所与とし，利潤を最大化する。その 1 階条件か

ら，資本と労働への分配は， 

 

1

t tr A k  ,                                                                 （3.10） 

 

(1 )t tw A k  ,                                                             （3.11） 

 

のようになる。 

政府は親が行う子どもへの教育投資に対して補助あるいは課税を一定率
e で行うととも

に，利子に対する課税あるいは補助を一定率
s で行う。政府の予算が常に均衡されるもの

とすると，その予算制約は，以下のように表される。 

 

1 (1 )
1
t s t

e t

r s
n e

n


  


.                                                         （3.12） 
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 最後に，経済のダイナミック・システムを表す二本の式を求める。まず，人的資本蓄積

のメカニズムを表す（3.3）式に，個人の効用最大化行動の結果得られた，最適な教育投資

（3.7）を代入すると， 

 

1
( )(1 )(1 )

t t
t t

e

h w
h h

n





   


 
  

    
,                                       （3.13） 

 

のようになり，さらに企業の利潤最大化行動の結果である（3.11）を代入すると， 

 

1

(1 )

( )(1 )(1 )
t

t t

e

A k
h h

n




  

   





 
  

    
,                                     （3.14） 

 

が求められる。この人的資本蓄積式（3.14）より，次期の人的資本が今期の物的資本と人的

資本の関数として表せることがわかる。 

そして，物的資本市場均衡
1t t tK L s  に個人の効用最大化行動の結果である貯蓄（3.6）

と教育投資（3.7），企業の利潤最大化条件（3.11）および政府の予算制約（3.12）を代入す

ると，効率労働 1単位あたりで表した物的資本市場均衡は， 

 

1

1

(1 )

(1 ) ( )
t t

t

t

Ak h
k

n h

 

  







  
,                                                （3.15） 

 

となる。したがって，効率労働 1 単位あたりの物的資本市場均衡式も，物的資本と人的資

本の関数として表すことができる。 
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以上のように，経済のダイナミクスは，人的資本蓄積式（3.14）および物的資本市場均衡

（3.15）の 2本の式から成り立っている21。第 2章と同様の手順で，この経済の定常状態は 

 

1

1(1 )

(1 )( )

A
k

n

 

  


  
  

   
,                                                （3.16） 

 

1 (1 )(1 )(1 ) [ (1 ) ( )]

(1 )( )
sA

h
n


            

  

   
      
  

   
,                   （3.17） 

 

と求められる。ここでも，定常状態においては（3.16）式，（3.17）式から求められたh，k

ともに一定値をとることが分かる。 

 

3.3. 政府の最適財政政策 

本節では，定常状態における市場均衡が次善解を達成するための教育投資に対する補助

あるいは課税政策を検討する。すなわち，ここではその財源を賄う政策として，一括移転

を行うことが不可能であり，利用できる政策手段は利子課税あるいは補助のみとする。 

具体的には，政府は家計の間接効用を最大化する。つまり，（3.4）式の効用関数に第 3.2

節で導出した個人の効用最大化行動の結果である消費（3.5），貯蓄（3.6）と教育投資（3.7），

政府の予算制約（3.12）および企業の利潤最大化条件（3.10）を代入したものを
s で偏微分

する。これにより，最適な教育投資に対する補助と利子に対する課税はそれぞれ， 

 

                                                   
21 本モデルの定常均衡における安定性についても第 2章における補論 2Aの手順と同様にして求められる。 
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(1 )(1 )[ (1 ) ( )]
1

( )[ (1 ) ( )]
e

n

n n n

      


        

    
 

      
,                           （3.18） 

 

 (1 )(1 )(1 ) ( )[ (1 ) (1 )( )]

(1 )( )[ (1 ) ( )]
s

n n

n

             


        

            


     
,（3.19） 

 

のように求められる。ここで得られた政府による教育投資に対する補助と利子に対する課

税はそれぞれ，相対価格の調整を通じて，人的資本蓄積水準と物的資本蓄積水準との修正

を試みるものであり，それらの組み合わせは人的資本の限界生産性と物的資本の限界生産

性の相対的な大小関係に依存する。したがって，（3.18）について，子どもの人的資本に対

する選好の度合いと物的資本の限界生産性に着目すると，以下の命題 3-1が得られる22。 

 

命題 3-1： 

次善経済における最適な教育投資補助は，以下の 2つのケースに分けられる。 

（i） 子どもの人的資本への選好が高い場合，物的資本の限界生産性が相対的に高い（低

い）ならば，政府は教育投資に対する補助（課税）を行う。 

（ii） 子どもの人的資本への選好が低い場合，物的資本・人的資本の限界生産性の相対

的な大小関係にかかわらず，政府は常に教育投資に対する補助を行う。 

 

証明）（3.18）について，子どもの人的資本に対する選好と物的資本の限界生産性に着目す

ると，以下のように場合分けができる。 

                                                   
22 政府が均衡財政をとるかぎり，教育投資に対する補助あるいは課税を行う時には，利子に対する課税あ

るいは補助が行われている。したがって，次善経済における最適な利子課税も命題 3-1と同様に求められ

る。補論 3Aを参照。 
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（i） 21 [(1 ) (1 )]n      　の時， 

 (1 )(1 ) ( )

(1 )(1 ) ( )[ ( ) (1 )]

n

n n n

      


         

     


         
の場合には補助となり， 

 (1 )(1 ) ( )

(1 )(1 ) ( )[ ( ) (1 )]

n

n n n

      


         

     


         
の場合には課税となる。 

 

（ii） 21 (1 ) (1 )n       　の時には，常に補助となる。           ☐ 

 

この命題1が意味するところは以下のように考えられる。まず（i）のように，人的資本への

選好が高いもとで，かつ，物的資本の限界生産性が高い場合には，人的資本の限界生産性

が相対的に低くなっている。そのため，政府は教育投資に対する補助を行うことで，教育

投資を促進する必要がある。また，これとは逆に物的資本の限界生産性が低い場合には，

人的資本の限界生産性は相対的に高くなっているため，教育投資に対する課税を行うこと

で，教育投資の抑制を図る必要がある。一方，（ii）のように人的資本への選好が低いもと

では，物的資本の限界生産性の高低に関わらず，親にとり教育投資の負担感が高くなって

いることから，政府は教育投資に対する補助を行うことで，親の教育投資を促進させる必

要がある。 

最後に，外生的な人口成長率が高い場合に，上で求めた最適な教育投資に対する補助あ

るいは課税および利子に対する課税あるいは補助の水準がどのように設定されているのか

を調べることで，人口成長率を考慮した場合の政府の教育投資に対する補助あるいは課税

政策および利子に対する課税あるいは補助政策を明らかにする。（3.18），（3.19）および命

題 3-1より，次の命題 3-2が得られる。 
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命題 3-2：  

政府は，人口成長率が高い場合には，教育投資に対する補助を低く設定し，利子に対す

る課税も低く設定する。 

 

証明）（3.18）および（3.19）をnで偏微分すると， 

 

 

  

2

2

(1 ) (1 ) ( )
0

( ) (1 )(1 ) (1 ) (1 )( )

e

n n n

        

          

      
 

          
,     （3.20） 

 

 2

( )(1 )
0

(1 ) ( ) (1 ) ( )
s

n n

     

          

    
 

        
,                   （3.21） 

 

がそれぞれ得られる。                             ☐ 

 

この命題 3-2の意味するところは以下のように考えられる。まず人口成長率が高い場合には，

教育投資の「価格」（予算制約（3.1）式より，(1 )n は eの価格とみなせる）が高いことを

意味するため，個人にとっては教育投資水準が低いことが望ましい。政府はこのような個

人の教育投資に対する選好に見合うように，教育投資に対する補助への補助率を低く設定

することになる。また，人口成長率が高いと，黄金律を達成する物的資本の水準は低くな

る，つまり，経済の規模自体が小さくなっている。したがって，政府はその分予算を縮小

すべく教育投資に対する補助の補助率を低く設定するのと同様，利子課税の税率も低く設

定する。 
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3.4. 結論 

本章では，次善経済における教育に関する財政政策を検討し，政府が教育投資に対して

補助を行うか課税を行うかは，基本的には物的資本・人的資本の限界生産性の相対的な大

小関係に依存することを示した。また，政府が物的資本水準・人的資本水準を達成させよ

うとする際には，人々の教育に対する関心の高さを鑑みて，教育投資に対する補助を行う

か，課税を行うかを決定することも示された。 

先の第 2 章との比較という点に関しては次のような差異が表れた。まず，第 2 章のよう

に社会最適を達成すべく一括税が利用可能な場合には，人口成長率が上昇すると，最適な

教育投資補助水準は必ず上昇する。これに対し，本章のように次善経済における場合にお

いては，人口成長率が上昇すると，政府は教育投資補助の補助率を低下させる。 
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補論 3A：次善経済における最適な利子課税 

命題 3-1 と同様に，（3.19）について，子どもの人的資本に対する選好の度合いと物的資

本の限界生産性に着目すると，次善経済における最適な利子課税は 

 

（i） 21 [(1 ) (1 )]n      　の時， 

[ (1 )(1 ) ( )]

(1 )(1 ) ( )[ ( ) (1 )]

n

n n n

      


         

     


         
の場合には課税となり， 

[ (1 )(1 ) ( )]

(1 )(1 ) ( )[ ( ) (1 )]

n

n n n

      


         

     


         
の場合には補助となる。 

 

（ii） 21 [(1 ) (1 )]n      　の時には，常に課税となる。 
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第 4章 政府の最適教育投資補助政策と同僚効果 

 

4.1. はじめに 

第2章および第3章においては，政府が教育投資に対する補助を行う場合の財政政策を外

生的に与えられる人口成長率との関連において検討した。すなわち，人口成長率から財政

政策へ向かっての影響を分析した。その逆である財政政策から人口成長率に向かっての影

響について分析しているのがこの第4章である。本章では内生的な人口成長率と同僚効果と

いう2つの要素を取り入れる。前者は，これまで外生的に取り扱っていた人口成長率を家計

の出生行動として内生化したものであり，後者は内生化された人口成長率が人的資本蓄積

に与える正の外部性である。本章ではこれら2つの要素を考慮したうえで，政府の財政政策

が子ども数に与える影響について分析する。 

本章の構成は以下のとおりである。第 4.2節ではモデルの提示を行い，続く第 4.3節にお

いては，養育補助政策および教育投資補助政策を検討し，最後に第 4.4節において結論をま

とめる。 

 

4.2. モデル 

経済は第 1 期に始まり，無限期間存続するものとする。経済には家計および政府が存在

し，市場は完全競争であるものとする。第 1 期には物的資本
0k と人的資本

0h が初期賦存量

として与えられるものとする。なお，小国開放経済の仮定により，粗利子率1 r および賃

金率wはともに一定である。家計すなわち個人は 2 期間にわたり経済活動を行う。各期に

おいては，人生の第 1 期めを若年期として生きる個人と，第 2 期めを老年期として生きる

個人が重複して存在する。若年期以前には個人が子どもとして存在する幼年期があるもの
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の，子どもはその親が行う教育に関する意思決定を受容するのみであり，独立した経済主

体としてはみなされない。したがって，若年世代と老年世代についての最適化行動を考え

るものとする。 

これまでの章と同様に，第 t期を若年期として生きる個人を第 t世代と呼ぶこととする。

第 t世代は若年期に 1人あたり ˆ
twh の労働所得を得るものの，この労働所得に対しては賃金

税 (0,1)  が課されるものとする。 

第 t世代の個人は課税後の可処分所得をもとに，その期の消費 tc および次期の消費 1td  の

ための貯蓄
ts を決定することに加え，以下のような子どもに関する2つの意思決定を行う。

1 つは何人の子どもを持つかという子ども数 tn に関する意思決定である。子どもの養育には

1 人あたり一定の養育コスト p がかかるものとし，そのうち一定額については政府が養育

補助を給付するものとする。もう 1 つは子ども 1 人につき，どれだけの教育投資を行うか

という教育投資 te に関する意思決定である。政府は，親が決定した教育投資額に対し，一

定率
e で補助を行うものとする。以上をまとめると，第 t世代の若年期における予算制約は，

以下のように表される。 

 

ˆ( ) (1 ) (1 )t t t e t t tc s p n e n wh         .                              （4.1） 

 

第 1t  期の老年期においては，第 t世代は労働供給を行わず，若年期においてなされた貯

蓄と，それにかかる粗利子率1 r のもとで得られるリターンをもとに消費
1td 
を行う。し

たがって，第 t世代の老年期における予算制約は以下のようになる。 

 

1(1 ) t tr s d   .                                              （4.2） 
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次に，本章における特長である同僚効果を考慮した人的資本蓄積について説明する。同

僚効果とは，1人だけで学習するよりも，共に教育を受ける者（同僚）とともに切磋琢磨し

あって学習に励むことで，より大きな教育効果が生まれるというものである。第 1t  世代

の個人の人的資本 1th  は，親である第 t世代の人的資本水準
th と親が行う教育投資 te によっ

て決定される。その際， 1th  は教育投資そのものと，その外部効果を表す同僚数 tn の積に

よって表されるものとする。ただし，個人はこのような同僚効果を認識せずに効用最大化

行動を行うため，個人による教育投資の最適解 te は社会最適解よりも過大となりうる。こ

こに政府が社会計画者として介入する所以がある。このように本章では，子ども数の増加

を人的資本が効率的に蓄積されるプラスの要因として捉えている23。これに対し，Fanti and 

Gori (2011)においては，教育は公教育によってのみ行われており，政府の公的教育支出によ

って人的資本が蓄積され，子ども 1 人あたりでみた人的資本は子ども数が増加するほどに

減少していくという混雑現象を想定しているという点で大きな違いがある。 

以上より，人的資本蓄積メカニズムは，以下のコブ・ダグラス型の関数によって与えら

れるものとする。 

 

1 ( )t t t th n e h 
  .                                                         （4.3） 

 

ただし， 0  は教育投資の効率性， 0  は親から受け継いだ人的資本が子どもの人的

資本蓄積に与える影響をそれぞれ表している。また，これらのパラメータは 1   を満

たすものとする。 

最後に，第 t世代の個人の効用は，以下のような対数線形関数 

                                                   
23

 本章における人的資本蓄積メカニズムを Fanti and Gori (2011)のように，総人的資本関数で表すと，

1 ( )t t t tH n E H 

  となり，子ども数が増加すると人的資本がより効率的に蓄積されることがわかる。 
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1 1ln ln ln( )t t t t tU c d n h     　　,                                            （4.4） 

 

で与えられているものとする。ここで， (0,1) は老年期の消費に対する選好， (0,1) 

は子どもに対する選好を表す。第 1項は第 t期に決定される若年期の消費に基づく効用を表

し，第 2 項も老年期の消費に基づく効用を表すものの，これは第 1t  期に決定されるもの

であり，若年期を終えた個人が の確率で老年期も引き続き生存することができた場合に

限られるため， が付されている。その一方で，第 3 項は
1th 
で表される子どもの人的資

本水準に基づく効用であるが， は付されていない。これは（4.3）式より明らかなように，

1th 
が tn および te という第 t期において決定される変数と，

th という第 1t  期において決

定される変数に依存しており，いずれも第 1t  期に決定されるものではないためである。  

個人は若年期の予算制約（4.1）式，老年期の予算制約（4.2）式および人的資本蓄積メカ

ニズム（4.3）式のもとで，効用（4.4）式を最大化する。効用関数が加法分離型かつ対数線

形の形で特定化されているため，t期の各財の最適消費水準と最適子ども数は次の一階の条

件から求められる。 

 

1

1

(1 )
t

t

c

d r




,                                                        （4.5） 

 

ˆ (1 )(1 )(1 )

( )(1 )
t t e

t

c wh

e p

  

   

  


  
,                                               （4.6） 

 

( )

(1 )
t

t

c p

n



 





.                                                            （4.7） 
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（4.5）式は若年期の消費と老年期の消費，（4.6）式は若年期の消費と教育投資，（4.7）式は

若年期の消費と子ども数の，それぞれ限界代替率を均等化しているものである。これらの

一階の条件から，1人あたりの若年期消費，老年期消費，子ども1人に対する教育投資およ

び子ども数は 

 

ˆ (1 )

(1 )
t

t

wh
c



 




 
,                                                            （4.8） 
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,                                                   （4.9） 
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,                                                             （4.10） 

 

ˆ(1 ) (1 )

( )(1 )

t
t

wh
n

p

  

  

 


  
,                                                      （4.11） 

 

と具体的に求めることができる。（4.11）式から明らかなように，養育補助の上昇は子ど

も数 tn を引き上げることが確認できる。これは子どもの養育にかかる費用を軽減し，親は

子どもを持ちやすくなるためである。また，（4.10）式の分母をみると，教育投資補助
e の

上昇は教育投資 te の水準を引き上げることがわかる。これは教育投資にかかる費用を軽減

するため，親が教育投資を行いやすくなるためである。しかし，（4.10）式の分子をみると，

養育補助の上昇が教育投資の水準を下げることも確認できる。これは親が行う教育投資の
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総額が子ども 1 人あたりの教育投資額と子ども数の積になっているためであり，養育補助

の上昇により，子ども数が増加すると，親は子ども 1 人あたりの教育投資を下げる場合が

生じるためである。結局，教育投資水準は教育投資補助から正の効果を，養育補助からは

負の効果を受けることがわかる。 

 政府は子どもの養育に対して養育補助政策を，子どもの教育に対して教育投資補助政策

をそれぞれ行う。先に述べたように，政府が政策実施に必要な財源を調達する手段は賃金

税である。以下ではこの賃金税を，2種類の政策に対し特定財源となるべく，2種類の目的

税（賃金税）として想定する24。具体的には養育補助政策には賃金税 (0,1)t  を，教育投

資補助政策には賃金税 (0,1)  を検討する。これは受益と負担の明確化を図るとともに，

受益者負担の原則に則り，便益に応じた税負担を実現しようとするものである。したがっ

て，政府の予算制約式は，以下のようになる25。 

 

ˆt t tn wh  ,

 

                                          （4.12） 

 

ˆe t t te n wh 　 .

    

                                                      （4.13） 

 

以下では，子どもに関する 2 つの政策と子ども数との関係を明らかにするため，養育補

助と教育投資補助 e という 2 つの政策変数にそれぞれ焦点を当てて議論を進めるものと

する。ここで，政府の予算制約（4.12）式を t について，（4.13）式を についてそれぞれ

整理し，主体均衡である教育投資（4.10）式および子ども数（4.11）式を代入すると，最終

的に， 

                                                   
24 特定財源化に関する分析は Buchanan(1963)をはじめ，多くの研究が存在する。横山(1990)によれば，

Buchananの主張は「目的税の財源調達方式は，納税者に個々の公共サービスを個別に選択購入させる結果，

予算規模ばかりか予算配分比率を納税者が選択できる点で，普通税より効率的」である。 
25 この賃金税の分離は先行研究である Fanti and Gori (2011)に倣ったものである。 
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(1 )(1 )( )
1

[(1 )(1 ) ]( ) (1 ) (1 )

e
t

e e e

p

p

   
 

        

   
  

       
,            （4.14） 

 

が得られる。右辺の分母は明らかに正であり，かつ右辺の分子よりも大きいことから，2種

類の賃金税率の和は 1より小さいことが確認できる26。 

最後に，個人の主体均衡と政府の予算制約式を用いて，この経済における市場均衡を達

成する子ども数および人的資本水準を導出し，その後，定常状態における子ども数および

人的資本水準を求める。まず，市場均衡における子ども数を求めるため，（4.14）式を（4.11）

式に代入すると， 

 

ˆ(1 ) (1 )

[(1 )(1 ) ]( ) (1 ) (1 )

t e
t

e e e

wh
n

p

  

        

 


       
,                  （4.15） 

 

となる。右辺の分子および分母は明らかに正であり，主体均衡における子ども数
tn も正の

値をとることが確認できる。この（4.15）式をみると，人的資本水準の上昇が子ども数を増

やす，すなわち，子ども数
tn は人的資本

th に関して単調増加であることがわかる27。これ

は，効用関数の対数線形性から，人的資本水準の上昇により限界効用が低下することに伴

い，子ども数からの限界効用も低下させる必要が生じるためである。 

次に，主体均衡における人的資本水準を求めるため，（4.10）式，（4.11）式および（4.15）

式を人的資本蓄積メカニズム（4.3）式に代入すると， 

 

                                                   
26 （4.14）式の両辺に ˆ twh を乗じると，賃金税課税後の可処分所得となり，これも正の値をとることが確

認できる。 
27

 （4.15）式を th で偏微分すると，正である。  
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1

ˆ ( )

[(1 )(1 ) ]( ) (1 ) (1 )
t t

e e e

w p
h h

p



  

        




 
  

        
,        （4.16） 

 

が得られる。この人的資本蓄積式（4.16）式より，次期の人的資本が今期の人的資本の関数

として表せることがわかる。 

最後に，これらの市場均衡をもとに，この経済の定常状態を求める。定常状態において

は各変数が一定値をとるため，効率労働 1単位あたりの人的資本水準を
1t th h h  とおく

ことができる。これを（4.15）式および（4.16）式に代入し，まとめることで， 

 

 

1

1 ( )1 ( ) 1 1 1 ( )
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ˆ(1 ) (1 ) ( )
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,         （4.17） 

 

1 ( )
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[(1 )(1 ) ]( ) (1 ) (1 )e e e

w p
h

p



  

        

  
  

        
,         （4.18） 

 

が得られる。ここで注目すべきは，定常状態における人的資本水準が一定値をとるという

ことである。実際，（4.16）式より 1   という仮定から，hが一定値をとることは保証

されている。したがって，定常状態においては（4.17）式，（4.18）式から求められたh，k

ともに一定値をとることがわかる。 

 

4.3. 養育補助政策および教育投資補助政策 

本節では，養育補助政策および教育投資補助政策という 2 種類の政策が，子ども数およ

び人的資本水準に与える影響をそれぞれ分析する。前者は直接的には子ども数を上昇させ
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る効果を持ち，後者は人的資本蓄積を促進する効果を持つものと考えられる。したがって，

2 種類の政策のそれぞれの効果を明確にするため，養育補助のみを給付するケースと，教育

投資補助のみを給付するケースに分けて議論を進める。 

 

4.3.1. 養育補助政策 

まず，養育補助のみを給付するケースを検討する。定常状態における子ども数（4.17）式

および人的資本水準（4.18）式にそれぞれ 0e  を代入することで， 

 

1
1 ( ) 1 1 1 ( )
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ˆ(1 ) ( )

[(1 )( ) (1 ) ]
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,                             （4.19）

 

 

1 ( )
** ˆ ( )

(1 )( ) (1 )

w p
h
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,

   

                     

（4.20） 

 

が得られる。したがって，養育補助政策が子ども数および人的資本水準に与える影響は，

命題 1のとおりである。 

 

命題 4-1： 

養育補助政策が子ども数および人的資本水準に与える影響は 

以下のように場合分けできる。 

（i）固定養育費用に占める養育補助の割合が相対的に小さい（大きい）場合には， 

養育補助水準を上昇させることにより子ども数が増加（減少）する。 

（ii）養育補助水準を上昇させると人的資本水準は低下する。 
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証明）補論 4A を参照。                             ☐ 

 

この命題 4-1が意味するところは以下のように考えられる。養育補助の上昇は，直接的に養

育費用を軽減させ，親の持つ子ども数を増加させる。他方で，養育補助の上昇は，賃金税
t

の上昇を意味するため，可処分所得の減少を通じて間接的に子ども数を減少させる28。した

がって，この 2 つの効果を考慮すれば，養育補助の上昇が子ども数に与える影響は，前者

の直接効果と後者の間接効果の相対的な大小関係に依存すると考えられる。具体的には，

まず（i）のように，固定養育費用に占める養育補助の割合が相対的に小さい場合には，直

接効果が間接効果を上回るため，親が持つ子ども数も増加する。しかし，（ii）のように固

定養育費用に占める養育補助の割合が相対的に大きい場合には，子どもの養育に対する補

助がすでに高い水準でなされており，間接効果が直接効果を上回るため，親が持つ子ども

数は減少する。 

 これに対し，養育補助水準の上昇は人的資本水準を低下させる。人的資本水準は親の人

的資本水準と親の行う教育投資によって決定され，その教育投資は（10）式より，養育補

助の減少関数となっている。養育補助の上昇は子どもの養育に要する費用を低下させる一

方，常に教育投資水準を低下させるため，子どもの人的資本水準は低下する。 

 

4.3.2. 教育投資補助政策 

次に，教育投資補助のみを実施するケースを検討する。定常状態における子ども数（4.17）

式および人的資本水準（4.18）式にそれぞれ 0  を代入することで， 

 

                                                   
28 （11）式より，子ども数は可処分所得の増加関数である。 
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（4.22） 

 

が得られる。したがって，教育投資補助政策が子ども数および人的資本水準に与える影響

は，命題 4-2のとおりである。 

 

命題 4-2： 

教育投資補助政策が子ども数および人的資本水準に与える影響は 

以下のように場合分けできる。 

（i）教育投資補助がある一定水準より小さい（大きい）場合には， 

教育投資補助水準を上昇させることにより子ども数が増加（減少）する。 

（ii）教育投資補助水準の上昇は，人的資本水準を上昇させる。 

 

証明）補論 4Bを参照。                             ☐ 

 

この命題 4-2 が意味するところは以下のように考えられる。まず（i）のように，教育投資

補助の水準がある一定水準より大きい場合には教育投資補助政策がすでに十分に行われて

いると考えられる。このとき，教育投資補助の上昇は確かに教育投資費用を軽減するもの

の，同時に賃金税の上昇により可処分所得を減少させている。この可処分所得の減少を通
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じて，教育投資補助の上昇は間接的に子ども数を減少させることとなる29。しかし，（ii）の

ように，教育投資補助の水準がある一定水準より小さい場合には，教育投資補助の上昇に

よる税負担増よりも，親が行う教育投資費用が軽減されるという面が強いと考えられる。

この場合には，教育投資費用の軽減により，親の教育投資水準が上昇し，子どもの人的資

本水準が上昇する。その結果，子どもから得られる効用のうち，子どもの人的資本水準す

なわち「質」から得られる限界効用は，子どもの「数」から得られる限界効用よりも低く

なる。そこで，親は限界効用を均等させるため，教育投資費用の軽減分を子どもの養育費

用の低下に回し，子ども数を増やそうとするのである。 

 これに対し，教育投資水準の上昇は直接的に教育投資費用を軽減させるため，人的資本

水準を上昇させる。これは親の行う教育投資（4.10）式からも明らかなように，教育投資が

教育投資補助の増加関数であるためである。 

 

4.4. 結論 

本章では，親が子どもに行う教育投資によって人的資本が蓄積される Diamond 型の 2 期

間の世代重複モデルに，子ども数の増加が人的資本蓄積に与える正の外部性を導入して，

政府が養育補助の支給と教育投資に対する補助を行う場合の財政政策を検討した。その結

果，政府が決定する養育補助水準および教育投資補助水準の大きさ如何により子ども数の

増減が決定されることが明らかになった。具体的には，固定養育費用に占める養育補助の

割合が相対的に小さい（大きい）場合には，養育補助水準を上昇させることにより子ども

数が増加（減少）することが示された。 

 

 

                                                   
29 （4.11）式より，子ども数は可処分所得の増加関数である。 
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補論 4A：養育補助政策が子ども数および人的資本水準に与える影響 

（4.19）式をについて偏微分すると， 
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となり，分子第 3項 (1 )(1 )( ) [ (1 )]p p                については， 
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である。同様に（4.20）式をについて偏微分すると， 
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である。 

 

補論 4B：教育投資補助政策が子ども数および人的資本水準に与える影響 

（4.21）式を e について偏微分すると， 
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となり，分子の第 2項 (1 )(1 ) (1 )e e           については， 
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1 (1 )
e

 


  

 


  
の時，

***

0
e

n







 

 

（ii）
1

1 (1 )
e

 


  

 


  
の時，

***

0
e

n







 

 

である。同様に（4.22）式を e について偏微分すると， 

 

*** 1 ( )

1

1 ( )

ˆ( ) [1 (1 ) ]
0

(1 )[(1 )(1 ) ]
e

e e

h w



 



 

    


     

 



 

   
 


     

  

 

である。 
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第 5章 所得格差と養育補助政策 

 

5.1. はじめに 

第4章では，人口成長率を内生化し，政府の財政政策が家計の出生行動に与える影響を分

析した。しかし，家計の負担で教育投資を行う場合には，家計の所得の多寡が問題となる

可能性がある。これは先の第1章で述べたケインズの消費関数と同様の形状を持つと考えら

れるためである。 

そこで，本章では，所得格差を明示的に組み込み，政府が租税政策と養育補助政策を行

う場合の最適財政政策を検討する。具体的には，社会厚生最大化の観点から望ましい財政

政策を考える。また，家計による所得階層間の移動があった場合の，最適財政政策に与え

る影響についても分析を行う。ここでは，所得格差をより明確にとらえるために，所得の

低い層から順に貧困層，中間層そして富裕層の3つの所得階層を考える。 

本章の構成は次のとおりである。第5.2節においてはモデルを提示し，第5.3節ではそれを

もとに比較静学を行い，第5.4節では政策について検討する。最後の第5.5節においては結論

を述べる。 

 

5.2. モデル 

この経済における家計は，分析の簡単化のために，所得水準 iw に基づき分類される3つの

所得階層 iのいずれかに属しているものとする。具体的には所得水準 Rw ， Mw および Pw で

特徴づけられる階層がそれぞれ富裕層 R ，中間層 M および貧困層 P であり，

R M Pw w w   を満たすものとする。これらの3階層における人口の分布については，総人

口を N とすると，総人口に占める富裕層，中間層および貧困層の割合が (0,1)R  ，
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(0,1)M  および (0,1)P  であり， 1R M P     を満たすものとする。したがって，

経済における総所得は ( )R R M M P PW N w w w     と表され，総所得を総人口で除した

平均所得は
R R M M P Pw w w    となる。 

第 i所得階層に属する家計，すなわち第 i家計は，所得水準 ( , , )iw i R M P を所与として，

消費 ic および子ども数 im から効用を得るものとする。具体的には，第 i家計の効用関数 iU

は以下のように表される。 

 

log logi i iU c m   .                 （5.1） 

 

ここで， , (0,1)   はそれぞれ消費および子ども数に対する選好パラメータであり，これ

らは所得階層にかかわらず同一のものであるとする。 

各家計の所得 iw には，所得水準にかかわらず一定 の率で所得税が課されるものとする。

そして家計は可処分所得 (1 ) iw を消費と子どもの養育に充てる。子どもの養育に際して

は子ども一人につき一定の養育費用 p を要するものの，政府によって養育補助T が給付さ

れるものとため，子ども一人あたりの実質養育費用は p T となる。ただし，養育補助が

一定の養育費用を超えることはない,すなわち， 0p T  が常に成立しているものとする。

以上より，第 i家計の予算制約式は，次のように表される。 

 

(1 ) ( )i i iw c m p T    .                  （5.2） 

 

左辺は家計の可処分所得を，右辺第 1 項は消費支出，第 2 項は子ども数と実質養育費用と

の積である総養育費を表している。 

各家計が予算制約（5.2）のもとで，（5.1）の効用関数を最大化した結果，家計の最適な
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消費 ic および一家計あたりの子ども数 im は，以下のように求められる。 

 

(1 ) i
i

w
c

 

 





,                                     （5.3） 

 

(1 )

( )( )
i

i

w
m

p T

 

 




 
.                                                     （5.4） 

 

（5.3）式および（5.4）式から明らかなように，可処分所得 (1 ) iw が大きいほど，消費お

よび一家計あたりの子ども数は大きくなり，また，実質養育費用が小さくなるほど，一家

計あたりの子ども数が増加する。ここで，この経済における総子ども数は M 

 R R M M P PN m m m    と定義されるため，（5.4）式を用いて以下のように求められる。 

 

(1 )( )

( )( )

R R M M P PN w w w
M

p T

    

 

  


 
.          （5.5） 

 

次に政府の行動を描写する。政府の目的関数として，第 i家計によって最大化された効用

水準に，その所得階層に属する家計割合で加重平均をとったものとして定義される，次の

ような社会厚生関数 SW を考える。 

 

( )R R M M P PSW N U U U     .                      （5.6） 

 

政府は子ども一人あたりの養育補助としてT を与えるものとする。政府が常に均衡財政を
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維持するものとすると，政府の予算制約は以下のように表される。 

 

( )R R M M P PN w w w TM      .                     （5.7） 

 

家計の効用最大化行動の結果として得られた消費（5.3）式，一家計あたりの子ども数（5.4）

式および政府の予算制約（5.7）式より，社会厚生（5.6）を最大化する は以下のように求

められる。 

 

( ) ( )

( )
R R M M P P

R R M M P P

p w w w

w w w

     


   

    


 
.            （5.8） 

 

5.3. 比較静学 

ここでは，パラメータが社会厚生を最大化する に与える影響を検討する。具体的には，

所得水準 ( , , )iw i R M P の変化による影響，総人口に占める各階層の割合 ( , , )i i R M P 

の変化による影響を考え，最後に子ども数に対する選好パラメータ  の上昇による影響に

ついて分析する。 

 

5.3.1. 所得水準の変化による影響 

まず，所得水準 ( , , )iw i R M P の変化に関しては，以下の補題 5-1が得られる。 

 

補題 5-1： 

所得水準 ( , , )iw i R M P の上昇は，最適所得税率を低下させる。 
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証明）（5.8）式を ( , , )iw i R M P で偏微分すると， 

 

2

( )
0

( )
R

R R R M M P P

p

w w w w

   

   

  
 

  
,             （5.9） 

 

2

( )
0

( )
M

M R R M M P P

p

w w w w

   

   

  
 

  
,              （5.10） 

 

2

( )
0

( )
P

P R R M M P P

p

w w w w

   

   

  
 

  
,                   （5.11） 

 

が得られる。                                 □ 

 

（5.3）式および（5.4）式の分子からも明らかなように，所得水準 ( , , )iw i R M P の上昇は

各階層の家計の可処分所得の上昇をもたらすため，一家計あたりの消費および子ども数を

上昇させる。したがって，経済における総所得W が上昇するとともに，総子ども数M も上

昇する。このとき，前者の効果によって政府の歳入が上昇する方向に働く。その一方，後

者の効果によって子どもの養育に対する補助も増加する方向に働く。ただし，可処分所得 1

単位の上昇よりも総子ども数M の上昇は小さくなるため，前者の効果よりも後者の効果は

量の面では相対的に小さなものとなる。結果として，（5.7）式における右辺，すなわち歳

出の上昇分は歳入の上昇分より小さくなり，最適所得税率 は低下する。 
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5.3.2. 各階層の割合の変化による影響 

次に，総人口に占める各階層の割合が変化した場合に，最適所得税率がどのように変化

するかについて見る。その結果については，以下の補題 5-2のようにまとめられる。 

 

補題 5-2： 

各階層の割合 ( , , )i i R M P  の上昇は，最適所得税率を低下させる。 

 

証明）（5.8）式を ( , , )i i R M P  で偏微分すると 

 

2

( )
0

( )
R

R R R M M P P

w p

w w w

  

    

  
 

  
,                   （5.12） 

 

2

( )
0

( )
M

M R R M M P P

w p

w w w

  

    

  
 

  
,          （5.13） 

 

2

( )
0

( )
P

P R R M M P P

w p

w w w

  

    

  
 

  
,          （5.14） 

 

となる。                                                                       □ 

 

総人口に占める各階層の割合の上昇は，先に見たのと同様，各階層の可処分所得の総和の

上昇をもたらすことになる。したがって，結果的には経済における総所得W を上昇させる

ことにつながるため，補題 5-1と同様に最適所得税率 は低下する。 
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5.3.3. 子ども数に対する選好の変化による影響 

子ども数に対する選好パラメータ  が変化した場合の最適所得税率に与える影響につい

ては，以下の補題 5-3が得られる。 

 

補題 5-3： 

子ども数に対する選好パラメータ  が上昇したとき，一定の養育費用が平均所得よりも

小さい（大きい）場合には，最適所得税率は低下（上昇）する。 

 

証明）（5.8）式を で偏微分すると， 

 

( )

( )
R R M M P P

R R M M P P

p w w w

w w w

   

    

   


  
, 

 

となる。分子に着目すると， 

 

(i) 
R R M M P Pw w w p     のとき 0









 

 

 (ii) 
R R M M P Pw w w p     のとき 0









 

 

となる。                                   □ 
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(i)のように，一定の養育費用が平均所得よりも大きい，すなわち一定の養育費用が相対的に

高い場合には，（4）式における実質養育費用が大きいため，家計で選択される一家計あた

りの子ども数は小さく，社会における総子ども数も小さい。このとき，養育補助を支給す

るための財源を負担している「親」としての家計の総数は総子ども数に比べ相対的に多い。

ここで，所得税率の上昇がもたらす養育補助の上昇に着目すると，子どもの養育費用を引

き下げる効果が大きいため，政府は最適所得税率を上昇させる。 

その一方で，(ii)のように，一定の養育費用が相対的に低い場合には，総子ども数は大き

い。このとき，所得税率の上昇がもたらす子どもの養育費用引き下げ効果は小さいため，

政府は最適所得税率を低下させる。 

この補題 5-3より，一定の養育費用があまりに高い場合であっても，子ども数に対する親

の選好が高まった際には，養育補助を上昇させることが妥当である場合が存在することが

わかる。 

 

5.4. 政策 

本節では，前節までの比較静学の結果を踏まえ，所得再分配を考慮した政策を実施した

場合の効果を吟味する。まず，階層間の移動が生じた場合の最適所得税率の変化について

見ることで， 最適な財政政策を検討する。ここでは，（5.12）式，（5.13）式および（5.14）

式から得られた補題 5-2 をもとに，以下の 2つのケースについて検討する。 

 

5.4.1. 経済成長のケース 

まず，経済成長によって家計の所得が上昇し，その家計の属する階層が上昇する方向で

の階層移動が生じた場合を検討する。具体的には，貧困層から中間層への階層移動および

中間層から富裕層への階層移動の 2 種類が考えられ，各階層において総人口に占める富裕
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層の割合 R ，中間層の割合 M および貧困層の割合 P の増減として示される。ここで，補

題 5-2を用いることで，以下の命題 5-1が得られる。 

 

命題 5-1： 

家計の所得が上昇し，その家計の属する階層が上昇する方向での階層移動が生じた場合

には，最適所得税率を低下させ，最適養育補助率も低下させる。 

 

証明）補題 5-2 より，貧困層から中間層への階層移動は以下のように表される。 

 

2

( ) ( )
0

( )
P M

P M R R M M P P

w w p

w w w

   

     

     
    
    

.       （5.15） 

 

同様に，中間層から富裕層への階層移動は, 

 

2

( ) ( )
0

( )
M R

M R R R M M P P

w w p

w w w

   

     

     
    
    

,                     （5.16） 

 

と表される。政府の予算制約（5.7）から明らかなように養育補助率も低下する。   ☐                                    

 

その家計の属する階層が上昇する方向での階層移動は社会全体の総所得を必ず増加させる

ため，政府にとってみれば，歳入が上昇することになり，これに伴い最適所得税率を低下

させるのである。このとき，政府の予算制約（5.7）から明らかなように，養育補助率も低

下し，一家計あたりの子ども数も減少している。なお，階層移動が一度に複数生じた場合，
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例えば，（5.15）式で表される貧困層から中間層への階層移動と（5.16）式で表される中間

層から富裕層への階層移動が同時に生じた場合には，両者の和が負となることから，家計

の属する階層が上昇する方向での階層移動が複数生じた場合であってもこの命題 5-1 は保

たれる。 

また，同様に家計の属する階層が低下する方向での階層移動としては，富裕層から中間

層への階層移動，中間層から貧困層への階層移動の 2種類が考えられ，以下の系 5-1が得ら

れる。 

 

系 5-1： 

その家計の属する階層が低下する方向での階層移動は，最適所得税率を上昇させる。 

 

証明） 

補題 5-2 より，富裕層から中間層への階層移動は以下のように表される。 

 

2

( ) ( )
0

( )
R M

R M R R M M P P

w w p

w w w

   

     

     
    
    

.        （5.17） 

 

同様に，中間層から貧困層への階層移動は, 

 

2

( ) ( )
0

( )
M P

M P R R M M P P

w w p

w w w

   

     

     
    
    

,              （5.18） 

 

のように表される。                              □ 
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命題 5-1と同様に，家計の属する階層が低下する方向での階層移動は社会全体の総所得を必

ず減少させるため，政府にとってみれば，歳入が減少することになり，これに伴い最適所

得税率を上昇させるのである。なお，家計の属する階層が低下する方向での階層移動が一

度に複数生じた場合についても，この系 5-1が保たれることは明らかである。 

 

5.4.2. 所得分配が不平等化するケース 

次に，所得階層の移動が複数の方向に向かって生じた場合，すなわち所得分配が不平等

化する場合を考える。（5.15）式および（5.16）式で表されるその家計の属する階層が上昇

する方向での階層移動と，（5.17）式および（5.18）式で表されるその家計の属する階層が

低下する方向での階層移動が同時に生じた状況における，政府の最適所得税率の変化を検

討する。 

まず，（5.15）式の貧困層から中間層への階層移動と（5.17）式の富裕層から中間層への

階層移動が同時に生じた状況を考える。これについては，以下の命題 5-2が得られる。 

 

命題 5-2： 

貧困層および富裕層から中間層への階層移動が生じたとき，貧困層の所得水準と富裕層

の所得水準の平均よりも中間層の所得水準が小さい（大きい）場合には，最適所得税率

は上昇（低下）する。 

 

証明）（5.15）式および（5.17）式より， 

 

2

( 2 ) ( )

( )
P R M

P M R M R R M M P P

w w w p

w w w

     

       

            
        
        

, 
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が得られる。 2P R Mw w w  に着目すると， 

 

(i) 
2

P R
M

w w
w


 である場合, 0

P M R M

   

   

         
        
      

, 

 

(ii) 
2

P R
M

w w
w


 である場合, 0

P M R M

   

   

         
        
      

, 

 

となる。                                   ☐ 

 

(i)のように， 中間層の所得水準が貧困層の所得水準と富裕層の所得水準の平均よりも小さ

い場合には，最適所得税率の上昇を通じて，養育補助を上昇させる。つまり，所得再分配

がより強く働くことになる。その一方で，(ii)のように，中間層の所得水準が貧困層の所得

水準と富裕層の所得水準の平均よりも大きい場合，この経済における総所得が大きくなっ

ているため，政府が均衡財政をとる限り，最適所得税率は低下する。 

また，（5.16）式の中間層から富裕層への階層移動と（5.18）式の中間層から貧困層への

階層移動が同時に生じた状況を考える。これについては，同様に以下の系 5-2 が得られる。 

 

系 5-2： 

中間層から富裕層および貧困層への階層移動が生じたとき，貧困層の所得水準と富裕層

の所得水準の平均よりも中間層の所得水準が小さい（大きい）場合には，最適所得税率

は低下（上昇）する。 
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証明）（5.16）式および（5.18）式より， 

 

2

(2 ) ( )

( )
M R P

M R M P R R M M P P

w w w p

w w w

     

       

            
        
        

, 

 

が得られる。2 M R Pw w w  に着目すると， 

 

(i) 
2

P R
M

w w
w


 である場合， 0

P M R M

   

   

         
        
      

, 

 

(ii) 
2

P R
M

w w
w


 である場合， 0

P M R M

   

   

         
        
      

, 

 

となる。                                   ☐ 

 

5.5. 結論 

本章では所得格差を所与とし，家計の出生率を内生化したモデルのもとで，社会厚生の

観点から最適な租税政策および養育補助政策について考察した。 

この分析により得られた主要な結論は以下の 2点である。第 1に，家計の所得が上昇し，

その家計の属する階層が上昇する方向での階層移動が生じた場合には，最適所得税率を低

下させ，最適養育補助率も低下させる。第 2 に，貧困層および富裕層から中間層への階層

移動が生じたとき，貧困層の所得水準と富裕層の所得水準の平均よりも中間層の所得水準

が小さい（大きい）場合には，最適所得税率は上昇（低下）する。 
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第 6章 おわりに 

 

本博士論文の目的は，政府が行う子どもの養育・教育に対する財政政策の分析を通じて，

現状の日本の政策に照らし，今後の政策実施において留意すべき事柄を明確にすることで

あった。本章では先の 4 つの章で得られた結果を要約するとともに，それらの政策含意に

ついて述べる。特に，本博士論文において焦点をあてている人口成長率の変化との関係に

おいてまとめていく。最後に今後の研究課題について述べる。 

第 2 章では，親が子どもに行う教育投資によって人的資本が蓄積される Diamond (1965)

型の 2 期間の世代重複モデルを用いて，政府が教育投資に対する補助を行う場合の最適財

政政策を人口成長率との関連において検討した。分析に際しては，人的資本のみならず物

的資本が蓄積される構造を構築することで，政府が社会最適を達成する際に,これら双方の

資本蓄積をどのように勘案するかという点についても言及している。 

第 2章から得られた結論は 3つである。1つめは，社会最適を達成する最適税および最適

補助の組み合わせは，物的資本の限界生産性だけでなく，人口成長率にも依存するという

ことである。2つめは，社会最適を達成するためには，少なくとも 2種類の税あるいは補助

が必要であるということである。より厳密に言えば，税あるいは補助といった政策を一切

行わない場合には社会最適を達成しえない。3 つめは，人口成長率が上昇（低下）すると，

社会最適を達成する最適所得税率および最適教育投資補助率は上昇（低下）し，最適消費

税率は低下（上昇）するということである。 

 これらの結論は政府の最適財政政策に関する政策含意を持つ。政府が社会厚生最大化の

観点から租税政策および補助政策による介入を行うことで，社会最適を達成することがで

きるが，その際には人口成長率を考慮する必要がある。これは，人口成長率の大きさによ
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り，その経済における黄金律の物的資本水準が決定されるためである。そのため，政府は

まず，その経済における物的資本水準が黄金律の物的資本水準よりも過剰であるのか，過

小であるのかを見る必要がある。政府は社会最適よりも物的資本水準が過剰あるいは過小

である場合に，所得税（あるいは補助）を課すことにより，家計の貯蓄行動に影響を与え

る。これは物的資本蓄積が家計の貯蓄によってなされるためである。社会最適の物的資本

水準が達成されている場合には，政府は所得税および所得補助のいずれも実施しない。社

会最適の物的資本水準が達成されている，あるいは財政政策によって達成された後，次に

政府が着目すべきは財の適切な配分である。第 2 章のモデルの構造から，定常状態におい

ては財の配分問題を検討することが可能となっている。その際には家計の限界効用均等化

を考慮しながら，消費税（あるいは補助）および教育投資補助（あるいは税）の消費およ

び教育投資の価格に対する効果を通じて，最適な配分を達成することが可能である。 

また，人口成長率が現在の日本のように低い場合には，教育投資への補助を低下させる

ことが社会厚生最大化の観点から望ましいということになり，現在の日本において子ども

の教育に関する政策がそれほど積極的に行われていないという現実に沿ったものであると

も言えるであろう。しかし，社会最適を達成することがそもそも出来ないという場合に，

政府の採るべき財政政策がどのように修正されるべきか，という点についても分析する必

要があると考え，第 3章において分析を試みた。 

第 3 章では，基本的には第 2 章の構造を維持しながら，一括税を用いて最善の状況を達

成できない状況を検討した。第 3章の分析から得られた主な結論は以下の 2つである。1つ

めは，政府が教育投資に対して補助を行うか課税を行うかは，基本的には物的資本・人的

資本の限界生産性の相対的な大小関係に依存するが，子どもの人的資本への選好が低い場

合には，人的資本が過小蓄積となるため，常に補助を行うということである。2 つめは，人

口成長率が高い場合には，政府は教育投資補助の補助率を低く設定するということである。 
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第 3 章の分析から得られた 1 つめの結論が意味するところは，政府が最適な物的・人的

資本水準を達成させようとする際には，人々の教育に対する関心の高さを鑑みて，教育投

資に対する補助を行うか，課税を行うかを決定するということを意味している。人々が教

育に関心を持たない場合には，家計に教育投資を促すべく，教育投資への補助を行うもの

の，人々が教育に強い関心を持つような，いわゆる教育熱がある場合には，物的資本の限

界生産性の高低により，教育投資の促進はむしろ社会厚生の観点から望ましくないことが

ありうる。日本においては，学校教育のように公的に供給されている教育に加えて，塾や

予備校などへの需要はいまもなお底堅く，受験戦争に代表される教育の過剰な競争が促さ

れているのも事実であり，教育熱が高い国家であると言える。第 2 章で得られた帰結と同

様，日本における教育に関する財政政策が縮小傾向にあることは，物的資本の生産性の高

低に応じたものであり，社会厚生の観点からみて望ましい傾向であるかもしれない。2つめ

の結論が意味するところは，多くの先進諸国をはじめ，日本のように人口成長率が低い場

合には，教育投資補助の補助率を高く設定すべきであると言え，第 2 章の帰結と大きく異

なる点である。人口成長率が低下した場合，第 2 章では所得補助が消費および貯蓄を増加

させる効果を通じて，その経済における物的資本水準を上昇させることが可能であった。

しかし，第 3 章における政府はこのようなツールが使えない，すなわち物的資本水準のコ

ントロールができないため，人的資本への投資に補助を与える形で，人的資本水準を上昇

させようとする。これは，先進諸国で R&Dが奨励されている現実にも見合ったものといえ

るかもしれない。したがって，第 2 章および第 3 章の結論を踏まえれば，日本のような人

口成長率が低い国家においては，教育投資への補助を行うことは，人的資本蓄積のみに着

目するのであれば，有効であるものの，長期的に見れば，物的資本蓄積を阻害するため，

社会厚生最大化の観点からは望ましいとは言えない。 

このように第 2 章および第 3 章においては，政府が教育投資に対する補助を行う場合の
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財政政策を外生的に与えられる人口成長率との関連において検討した。すなわち，人口成

長率から財政政策へ向かっての影響を分析した。しかし，財政政策が人口成長率に影響を

与える可能性もあり，その影響について分析したのが第 4 章である。第 4 章では，内生的

な人口成長率および同僚効果という 2 つの要素を取り入れ，小国開放経済のもとで，子ど

もに関する財政政策が人口に与える影響を検討した。 

第4章から得られた主要な結論は次の2つである。1つは固定養育費用に占める養育補助の

割合が相対的に小さい（大きい）場合には，養育補助水準を上昇させることにより子ども

数が増加（減少）するということであり，もう1つは教育投資補助がある一定水準より小さ

い（大きい）場合にも，教育投資補助水準を上昇させることにより子ども数が増加（減少）

するということである。 

第 4 章で得られた結論は，現実的に政府が政策を実施する際に，一定の示唆を与えてい

る。まず，1つめの結論については，養育補助の導入時点では，養育補助の上昇は子ども数

を上昇させる効果が見られるものの，固定養育費用に占める養育補助の割合がある一定水

準を上回ると子ども数を保つどころか子ども数の減少につながる。したがって，政府は過

度に養育補助を支給するのではなく，養育補助をある一定水準以下に保ちながら政策を実

施することが不可欠である。次に，2つめの結論についても，教育投資補助政策の導入時点

では，子ども数を増加させる効果が見られる。これは，教育投資補助により家計における

教育費用が軽減され，可処分所得が増加するためである。しかし，教育投資補助水準が上

昇し過ぎると，養育費用が相対的に割高になり，子ども数が減少することが明らかとなっ

た。 

これまでの第 2 章から第 4 章までの枠組みにおいては，家計が同質であるとの想定を行

っているために，現実の経済を捉え切れていないことも否定できない。第 1 章ですでに述

べたとおり，低所得の家計に占める教育の私費負担割合は高所得の家計に比べて高くなり，
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その相対的な負担感は重くなるはずである。そこで，第 5 章では所得格差を明示的に組み

込み，政府が租税政策と養育補助政策を行う場合の最適財政政策を社会厚生最大化の観点

から検討した。そこでは，所得階層間の移動があった場合の，最適財政政策に与える影響

についても分析を行った。 

第 5章の分析により得られた主要な結論は以下の 2点である。1つめは，家計の所得が上

昇し，その家計の属する階層が上昇する方向での階層移動が生じた場合には，政府は最適

所得税率を低下させ，最適養育補助率も低下させる。これは，経済成長のケースであり，

このような階層移動は社会全体の総所得を必ず増加させるため，政府にとってみれば，歳

入が上昇することとなり，これに伴い最適所得税率を低下させるためである。2 つめは，貧

困層および富裕層から中間層への階層移動が生じたとき，貧困層の所得水準と富裕層の所

得水準の平均よりも中間層の所得水準が小さい（大きい）場合には，最適所得税率は上昇

（低下）する。これは階層移動の結果としての社会全体の所得によって，所得再分配機能

が強くはたらくか否かが決定されるためである。いわゆる所得格差が拡大している場合に

は，政府は社会厚生の観点から所得再分配機能を強めるべき，すなわち所得税率を上昇さ

せることが望ましいと言える。特に注目すべきは，1 つめの結論の意味するところである。

現在の日本のように経済成長が鈍化している場合には，最適養育補助率を上昇させること

が社会厚生最大化の観点から望ましいことになる。 

したがって，各章から得られた結論を踏まえると，現在の日本のように子供の養育・教

育に関する政策が積極的に行われていないという現実は，社会最適の達成という観点から

は長期的に見れば望ましいと言えるかもしれない。しかし，そもそも社会最適を達成する

ためのツールが使えない状況下であれば，現状よりも積極的に政策が実施されるべきであ

る。また，経済成長が鈍化している状況であることを鑑みても，所得分配の観点からは積

極的に財政政策が実施されるべきであると言える。なお，いずれの政策の実施にあたって
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も，政策が人口成長率に影響を与え，その政策の実施水準によって人口が増減することも

留意すべきである。 

本博士論文においては，いくつかの分析上の制約があることは否めない。まず 1 つめは

いずれのモデルにおいても家計が同様の効用関数を持っている点である。2つめは租税構造

が累進的ではない点である。これらの点がやや単純化に過ぎるとみなされるかもしれない。

これらの制約はあるものの，本博士論文の分析によって，子どもの養育・教育に関する政

策を考える際に，人口成長率，同僚効果および所得格差が重要な要素であることについて

は十分な議論をできたものと考えている。効用関数の形状や租税構造に関して，現実的な

要素を鑑みた，より精緻なモデルを構築することに加え，本博士論文において同時に取り

扱うことが叶わなかった重要な要素同士（例えば同僚効果と所得格差）を 1 つのフレーム

ワークの中で分析することを今後の研究課題としたい。 
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